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令和６年度福岡地区水道企業団水道用水供給事業会計 

決算審査意見及び経営健全化審査意見について 

 

 地方公営企業法第３０条第２項及び地方公共団体の財政の健全化に 

関する法律第２２条第１項の規定により審査に付された令和６年度福岡

地区水道企業団水道用水供給事業会計決算及び資金不足比率を審査した

ので、別紙のとおり意見を提出する。 
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令和６年度 福岡地区水道企業団 

水道用水供給事業会計決算審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

１ 審査の対象 

令和６年度福岡地区水道企業団水道用水供給事業会計決算 

２ 審査の方法 

決算審査に当たっては、企業長から提出された決算書及び事業報告書等付属書類が、地方公営企業

法並びにその他の関係法令に準拠して作成されているか、計数が正確であるか、かつ経営成績及び財政

状態を適正に表示しているか、また、事業の運営は、地方公営企業法の趣旨に則り、経済性の発揮ととも

に、公共の福祉増進のため合理的な運営がなされているかを主眼として審査を行った。 

審査は、決算の計数について、総勘定元帳その他の帳簿及び証拠書類と照合確認を行うとともに、定期

監査及び例月現金出納検査の結果を参考とし、また、必要に応じ関係職員の説明を求めるなど慎重に行

った。 

 

第２ 審査の結果 

審査に付された決算書及び事業報告書等付属書類は、関係法令に従って作成され、その計数は正確

であり、経営成績及び財政状態は適正に表示されていると認めた。 

業務実績、予算の執行状況、経営成績及び財政状態につき審査した結果及び意見は、次に述べるとお

りである。 

なお、消費税及び地方消費税については、業務実績及び予算の執行状況は税込みで、経営成績、財

政状態及びむすびは税抜きで表示した。 
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１ 業務実績 

 (1) 用水供給業務 

令和６年度は、構成団体（１５団体）のうち、久山町を除く６市６町１企業団１事務組合に対して水道用水

を供給した。 

令和６年度は、筑後川流域において平年値程度の降雨量があり、安定して水道用水を供給することがで

きた。 

令和６年度の年間供給水量は、９，１５６万７，６７４ （1 日平均２５万８７０ ）の予定に対して、９，１９１万

７，８９５ （1 日平均２５万１，830  ）となり、３５万２２１ の増加、率にして０．３８％の増となった。  

令和６年度の施設能力に対する施設利用率（施設能力に対する１日平均供給水量の占める割合）は、 

８０．５％で、前年度と大きな増減はなかった。 また、安定供給水量に対する施設利用率（安定供給水量

に対する１日平均供給水量の占める割合）も９３．９％と、前年度と大きな増減はなかった。 

主な業務実績は下表のとおりである。 

 

 

主 な 業 務 実 績 

 

区分 令和６年度 令和５年度 
対前年度増減 

  比率（％） 

年間供給水量（ ） 91,917,895 92,101,583 △183,688   △0.2

１日平均供給水量( ） （a） 251,830 251,644 186 0.1

施設能力（ /日）    （b） 312,800 312,800 － －

施設能力に対する 
施設利用率（％） （（a）/（b）） 

80.5 80.4 0.1 ･･

安定供給水量（ /日） （c） 268,100 268,100 － －

安定供給水量に対する 
施設利用率（％） （（a）/（c）） 

93.9 93.9 － －
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 (2) 主な建設改良事業 

ア 海水淡水化施設の設備更新 

海水淡水化施設では、更新時期を迎えた機器毎に計画的に更新を進めており、令和５年度に契約

した海水淡水化センター高圧 RO 膜設備更新工事等に６億２７３万円を執行した。 

 

イ 牛頸浄水場の改良・更新 

牛頸浄水場及びポンプ場施設の機能維持を図るため、計画的に更新を行い、ろ過池防水工事等に

５億２，４３４万円を執行した。 

 

ウ 水質管理機能の強化 

牛頸浄水場の送水エリアにおける残留塩素濃度の低下事象や、送水管路の二重化等による送水環

境の変化に対応するため、水質計器設置工事等に８億４，９７１万円を執行した。 

 

エ 管路の耐震化 

管路整備計画に基づき、大規模地震に備えた耐震化、危機対応のための機能強化に取り組み、夫

婦石系松木地区送水管布設工事等に３６億４，４７２万円を執行した。 

 

オ 福岡導水施設地震対策（事業主体 独立行政法人 水資源機構） 

福岡導水施設の耐震性を確保し、将来にわたり安定的に水道用水を供給するため、事業主体である

（独）水資源機構が進める施設の耐震補強やトンネル併設水路築造工事等に対して、負担金として費

用の一部である１８億７，８６９万円を執行した。 
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２ 予算の執行状況 

 (1) 収益的収入及び支出 

収益的収入（水道用水供給事業収益）は、予算額１２７億３，５１４万円に対し、決算額１２７億３，８５１万

円で、執行率は１００．０％となっている。 決算額の内訳は、営業収益１１５億２，５０４万円、営業外収益 

１２億７５４万円であり、営業収益のほとんどは用水供給料金（１１５億１，８０８万円）である。 

一方、収益的支出（水道用水供給事業費用）は、予算額１２０億６，７４２万円に対し、決算額は 

１１２億９，０１０万円で、執行率は９３．６％となっており、７億７，７３２万円の不用額が生じている。  

不用額の主なものは、原水及び浄水費の減等による営業費用７億６，７３６万円である。 決算額の主な

ものは、原水及び浄水費５３億１，７１４万円、減価償却費４９億１，２３４万円となっている。 

予算の補正状況について見ると、収益的支出において、海水淡水化センターの動力費の減などにより、

６，９００万円の減額補正となっている。 

 

 

 

 

収益的収入及び支出の予算決算対照表 （税込） 

  収  入                                                     (単位：千円、％) 

区  分 
予算額 

決算額 
最終予算額に

対する決算額

の増減 
執行率

当初 補正 最終 

水道用水供給事業収益 12,735,143 － 12,735,143 12,738,510 3,367 100.0

 営業収益 11,517,982 － 11,517,982 11,525,041 7,059 100.1

 営業外収益 1,210,880 － 1,210,880 1,207,544 △3,336 99.7

 特別利益 6,281 － 6,281 5,924 △357 94.3

 

  支  出                                                     (単位：千円、％) 

区  分 
予算額 

決算額 
翌年度

繰越額
不用額 執行率

当初 補正 
前年度 

繰越額 

流用

増減 最終 

水道用水供給 

事業費用 
12,058,206 △69,000 78，210 － 12,067,416 11,290,099 － 777,317 93.6

 営業費用 11,954,078 △69,000 78，210 － 11,963,288 11,195,928 － 767,360 93.6

 営業外費用 99,128 － － － 99,128 94,171 － 4,957 95.0

 予備費 5,000 － － － 5,000 － － 5,000 －
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 (2) 資本的収入及び支出 

資本的収入は、予算額４５億３４７万円に対し、決算額４１億８，４９５万円で、執行率は９２．９％である。

決算額の内訳は、企業債２５億５，２００万円、国庫補助金５億２，５６６万円、出資金１１億７２９万円となっ

ている。 

資本的支出は、予算額１１５億９，５９９万円に対し、決算額９３億７，３７５万円で、執行率は８０．８％と

なっており、７億５９万円の不用額が生じている。 不用額の主なものは、既存施設の改良・更新や管路整

備等に要する経費である設備費６億５，４８２万円である。 また、地方公営企業法第２６条第１項の規定

により、設備費１５億２，１６５万円が翌年度に繰り越されているが、工期の都合等により、年度内に完了し

なかったことによるものである。 

決算額の主なものは、設備費６０億２，６７６万円、国営事業等負担金１８億７，８６９万円である。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対し５１億８，８８０万円不足しているが、これは、消費税資本

的収支調整額７億１，３８２万円、減債積立金８億１，５１３万円、及び損益勘定留保資金３６億５，９８６万

円で全額補てんされている。 

予算の補正状況を見ると、資本的収入において、管路の耐震化にかかる事業費の増に伴う国庫補助

金の増により、１億１，２４２万円の増額補正、資本的支出において、管路の耐震化にかかる事業費の追

加により、１１億９，２１１万円の増額補正となっている。 
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 収  入 

資本的収入及び支出の予算決算対照表 （税込） 

 （単位：千円、％）

区  分 

予算額 

決算額 

最終予算額に

対する決算額

の増減 執行率
翌年度 

繰越額 当初 補正 
前年度 

繰越額 最終 

資本的収入 4,391,054 112,420 － 4,503,474 4,184,946 △318,528 92.9 298,028

 企業債 2,552,000 － － 2,552,000 2,552,000 － 100.0 －

 国庫補助金 711,263 112,420 － 823,683 525,655 △298,028 63.8 298,028

 出資金 1,127,791 － － 1,127,791 1,107,291 △20,500 98.2 －

 

 

 支  出     （単位：千円、％）

区  分 

予算額 

決算額 
翌年度 

繰越額 
不用額 執行率

当初 補正 
前年度

繰越額
最終 

資本的支出 9,463,844 1,192,112 940,032 11,595,988 9,373,746 1,521,648 700,594 80.8

 設備費 6,071,091 1,192,112 940,032 8,203,235 6,026,764 1,521,648 654,823 73.5

 
国営事業等 

負担金 
1,919,456 － － 1,919,456 1,878,685 － 40,771 97.9

 償還金 1,468,297 － － 1,468,297 1,468,296 － 1 100.0

 予備費 5,000 － － 5,000 － － 5,000 －

資本的収支 

不足額 
5,072,790 1,079,692 940,032 7,092,514 5,188,800  
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３ 経営成績 

 (1) 経営収支 

令和６年度の経営収支は、総収益１１５億３，２５６万円、これに対する総費用は１０７億９，７９７万円で、

差し引き７億３，４６０万円の純利益が生じている。 

総収益は前年度に比べ３億３，７７６万円（２．８％）減少している。 これは、営業外収益の長期前受金戻

入が３億１，８８５万円減少となったことなどによるものである。 

総費用は前年度に比べ９億１,２４５万円（７．８％）減少している。これは、営業費用の資産減耗費が４億

６，９９９万円減少したこと及び、原水及び浄水費が４億４，７２１万円減少したことなどによるものである。 

総収益の総費用に占める割合を示す総収益対総費用比率は１０６．８％で、前年度の１０１．４％から５．

４ポイント上昇している。 

次に営業損益を見ると、令和６年度は２億２，５１２万円の営業損失が生じているが、前年度の営業損失 

１０億９，１７２万円と比べると、８億６，６６０万円の営業損失の減少となっている。 これは、資産減耗費の減

及び、原水及び浄水費の減などにより営業費用が８億７，１０５万円減少したことなどによるものである。 こ

のため、営業収益の営業費用に占める割合を示す営業収支比率は９７．９％となり、前年度の９０．６％から

７．３ポイント上昇している。 

 (2) 収益、費用の構成比率 

収益、費用の構成比率の主なものについて見てみると、収益では給水収益が９０．８％で前年度の８８．

３％から２．５ポイント上昇、長期前受金戻入が７．９％で前年度の１０．４％から２．５ポイント低下している。 

費用では原水及び浄水費が４５．２％で前年度の４５．５％から０．３ポイント低下、減価償却費が４５．５％

で前年度の４２．１％から３．４ポイント上昇している。 
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比較損益計算書 （税抜） 

      （単位：千円、％）

区分 

令和６年度 令和５年度 

金 額 構成比 
対前年度増減 

金 額 構成比
金額 比率 

総収益 11,532,562 100.0 △337,764 △2.8 11,870,326 100.0

 営業収益 10,477,310 90.9 △4,454 △0.0 10,481,764 88.3

  給水収益 10,470,981 90.8 △5,824 △0.1 10,476,805 88.3

  その他の営業収益 6,329 0.1 1,370 27.6 4,959 0.0

 営業外収益 1,049,334 9.1 △337,551 △24.3 1,386,885 11.7

  県補助金 32,939 0.3 △9,106 △21.7 42,045 0.4

  受取利息 10,706 0.1 1,035 10.7 9,671 0.1

  受託収益 74,903 0.6 1,332 1.8 73,570 0.6

  構成団体補助金 10,158 0.1 △14,756 △59.2 24,914 0.2

  長期前受金戻入 914,959 7.9 △318,851 △25.8 1,233,810 10.4

  雑収益 5,669 0.0 2,794 97.2 2,875 0.0

 特別利益 5,918 0.1 4,241 252.9 1,677 0.0

  その他特別利益 5,918 0.1 4,241 252.9 1,677 0.0

総費用 10,797,966 100.0 △912,454 △7.8 11,710,420 100.0

 営業費用 10,702,432 99.1 △871,051 △7.5 11,573,484 98.8

  原水及び浄水費 4,875,536 45.2 △447,210 △8.4 5,322,746 45.5

  送水費 591,437 5.5 85,225 16.8 506,212 4.3

  総係費 264,376 2.4 △25,118 △8.7 289,494 2.5

  議会費 13,245 0.1 541 4.3 12,704 0.1

  監査費 1,759 0.0 △15 △0.8 1,773 0.0

  減価償却費 4,912,342 45.5 △14,488 △0.3 4,926,829 42.1

  資産減耗費 43,738 0.4 △469,987 △91.5 513,725 4.4

 営業外費用 95,534 0.9 △30,541 △24.2 126,074 1.1

  支払利息 94,128 0.9 △30,749 △24.6 124,877 1.1

  雑支出 1,406 0.0 208 17.4 1,197 0.0

 特別損失 － － △10,862 皆減 10,862 0.1

  その他特別損失 － － △10,862 皆減 10,862 0.1

当年度純損益 734,596 ・・ 574,690 359.4 159,906 ・・

営業損益(営業収益－営業費用） △225,122 ・・ 866,598 79.4 △1,091,720 ・・
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４ 財政状態 

 (1) 資 産 

令和６年度末における資産総額は１，４９９億９，８６７万円で、前年度に比べ３９億１，２１６万円増加し

ている。資産の内訳は、固定資産が１，３９０億１，８５７万円（構成比９２．７％）で、前年度（１，３６８億１４２

万円）に比べ１．６％、２２億１，７１６万円増加している。 流動資産は１０９億８，００９万円（構成比７．

３％）で、前年度（９２億８，５０９万円）に比べ１８．３％、１６億９，５００万円増加している。 

固定資産の内訳は、有形固定資産が前年度（９０４億６，９９５万円）に比べ４．４％、４０億１５２万円増

加の９４４億７，１４７万円、無形固定資産が前年度（４４８億３，１４７万円）に比べ４．０％、１７億８，４３６万

円減少の４３０億４，７１０万円、投資その他の資産が前年度と同額の１５億円となっている。 

このうち、有形固定資産の増加は、減価償却等により、建物が３億２，３０２万円減少したものの、構築

物が３３億１，０１６万円増加したことなどによるものである。 

無形固定資産の減少は、減価償却により、ダム使用権が９億７，５４７万円、施設利用権が５億６，３０１

万円、水利権が２億４，５８８万円減少したことによるものである。 

流動資産の内訳は、現金預金９８億４，０１５万円、未収金１１億３，４３７万円などである。なお、未収金

の主なものは、令和７年３月分の用水供給料金９億７，６７０万円、消費税還付金１億５，０３２万円である。 

 (2) 負債及び資本 

令和６年度末における負債及び資本の総額は１，４９９億９，８６７万円となっている。構成は、負債が固

定負債６３億２，４０１万円、流動負債５７億９，８０２万円、繰延収益２６２億７，９８６万円、資本が資本金

１，０６１億８，１８８万円、剰余金５４億１，４９０万円となっている。 負債及び資本の総額は前年度に比べ

３９億１，２１６万円増加している。 

負債のうち、未払金は４６億３，３９９万円で、前年度（３２億２，６１２万円）と比較すると４３．６％、１４億７

８８万円増加している。 未払金の主なものは、営業費用、原水及び浄水費のうち、委託料として海水淡

水化施設維持管理業務委託３月分７億７，３９５万円、設備費、諸設備費のうち請負工事費として下原系

粕屋地区送水管布設工事４億６，７４１万円、志免町志免地区下原系送水管布設工事３億８，１３５万円、

牛頸浄水場脱水機増設工事２億７，６５４万円、海水淡水化センター高圧 RO 膜設備更新工事２億５，２

３９万円等である。 

財務の指標として、流動比率（流動負債に対する流動資産の割合を示す指標で、支払能力を判断す

るための分析比率）は１８９．４％（前年度１９２．０％）と２．６ポイント低下し、現金預金比率は１６９．７％

（前年度１６９．４％）と、前年度に比べ０．４ポイント上昇した。 負債比率（自己資本に対する負債の割合

を示す指標で、資本構成の安定性を判断するための分析比率）は、１０．９％と、前年度の８．８％に比べ 

２．１ポイント上昇している。 
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次に、資本について見ると、内訳は資本金が１，０６１億８，１８８万円（構成比７０．８％）で、剰余金が５

４億１，４９０万円（構成比３．６％）となっている。 

剰余金のうちの資本剰余金は３３億６，５１８万円で前年度と同額である。 なお、当年度未処分利益剰

余金は、前年度繰越利益剰余金１３億１，５１３万円に当年度純利益７億３，４６０万円を加えた２０億４，９

７２万円となっている。 

以上の結果、令和６年度の自己資本構成比率は７４．４％と前年度の７５．１％に比べ０．７ポイント低下

している。 
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比較貸借対照表 （税抜） 

       （単位：千円、％）

区分 

令和 6 年度 令和 5 年度 

金額 構成比 
対前年度増減 

金額 構成比
金額 比率 

資産合計 149,998,668 100.0 3,912,157 2.7 146,086,511 100.0

 固定資産 139,018,573 92.7 2,217,155 1.6 136,801,418 93.6

  有形固定資産 94,471,469 63.0 4,001,519 4.4 90,469,950 61.9

   土地 8,667,861 5.8 － － 8,667,861 5.9

   建物 7,722,545 5.1 △323,016 △4.0 8,045,561 5.5

   構築物 53,567,992 35.7 3,310,161 6.6 50,257,831 34.4

   機械及び装置 10,684,232 7.1 832,401 8.4 9,851,831 6.7

   車両運搬具 605 0.0 △102 △14.4 707 0.0

   工具器具及び備品 165,836 0.1 545 0.3 165,291 0.1

   リース資産 44,597 0.0 △18,399 △29.2 62,996 0.0

   建設仮勘定 13,617,799 9.1 199,929 1.5 13,417,871 9.2

  無形固定資産 43,047,105 28.7 △1,784,364 △4.0 44,831,468 30.7

   ダム使用権 29,524,082 19.7 △975,474 △3.2 30,499,556 20.9

   水利権 3,934,023 2.6 △245,876 △5.9 4,179,899 2.9

   施設利用権 9,589,000 6.4 △563,014 △5.5 10,152,013 6.9

  投資その他の資産 1,500,000 1.0 － － 1,500,000 1.0

   投資有価証券 1,500,000 1.0 － － 1,500,000 1.0

 流動資産 10,980,095 7.3 1,695,001 18.3 9,285,093 6.4

  現金預金 9,840,147 6.6 1,650,791 20.2 8,189,356 5.6

  未収金 1,134,368 0.8 44,378 4.1 1,089,990 0.7

  保管有価証券 5,400 0.0 －   － 5,400 0.0

  前払費用 179 0.0 △168 △48.4 347 0.0

※有形固定資産の金額は、年度末償却未済高 
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（単位：千円、％） 

区分 

令和６年度 令和 5 年度 

金額 構成比 
対前年度増減 

金額 構成比
金額 比率 

負債・資本合計 149,998,668 100.0 3,912,157 2.7 146,086,511 100.0

負債 38,401,883 25.6 2,070,270 5.7 36,331,613 24.9

 固定負債 6,324,008 4.2 1,496,932 31.0 4,827,076 3.3

  企業債 6,293,117 4.2 1,507,604 31.5 4,785,513 3.3

  リース債務 26,960 0.0 △14,033 △34.2 40,993 0.0

  引当金 3,931 0.0 3,362 590.0 570 0.0

 流動負債 5,798,019 3.9 962,641 19.9 4,835,378 3.3

  企業債 1,044,396 0.7 △423,900 △28.9 1,468,296 1.0

  リース債務 17,637 0.0  △4,366 △19.8 22,003 0.0

  未払金 4,633,995 3.1 1,407,877 43.6 3,226,117 2.2

  預り金 41,233 0.0 △16,715 △28.8 57,948 0.0

  引当金 60,759 0.0  △255,000 △0.4 61,014 0.0

 繰延収益 26,279,855 17.5 △389,304 △1.5 26,669,159 18.3

  長期前受金 24,874,911 16.6 481,337 2.0 24,393,575 16.7

   受贈財産評価額 25,562 0.0 △1,088 △4.1 26,650 0.0

   国庫補助金 22,891,184 15.3 587,254 2.6 22,303,930 15.3

   県補助金 1,580,326 1.1 △92,650 △5.5 1,672,976 1.1

   その他長期前受金 377,839 0.3 △12,180 △3.1 390,019 0.3

  建設仮勘定長期前受金 1,404,944 0.9 △870,640 △38.3 2,275,585 1.6

   国庫補助金 1,404,944 0.9 △870,640 △38.3 2,275,585 1.6

資本 111,596,785 74.4 1,841,887 1.7 109,754,898 75.1

 資本金 106,181,884 70.8 1,107,291 1.1 105,074,593 71.9

  資本金 106,181,884 70.8 1,107,291 1.1 105,074,593 71.9

   出資金 62,496,804 41.7 1,107,291 1.8 61,389,513 42.0

   組入資本金 43,685,080 29.1 － － 43,685,080 29.9

 剰余金 5,414,901 3.6 734,596 15.7 4,680,305 3.2

  資本剰余金 3,365,177 2.2 － － 3,365,177 2.3

  
利益剰余金 
(当年度未処分利益剰余金) 

2,049,724 1.4 734,596 55.9 1,315,128 0.9

※長期前受金の金額は、年度末収益化未済高 
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 (3) 企業債及び国営事業等償還金 

令和６年度の企業債借入額は２５億５，２００万円（前年度は０円）、償還額は企業債が前年度に比べ

３．３％、５，０３１万円減の１４億６，８３０万円、国営事業等償還金は前年度に償還完了している。その結

果、令和６年度末の未償還残高は、前年度に比べ１７．３％、１０億８，３７０万円増の７３億３，７５１万円と

なっている。 

過去５か年の企業債及び国営事業等償還金の借入額、償還額及び年度末の未償還残高の推移は 

下表のとおりである。 企業債の新規借り入れを行う一方、繰上償還等を積極的に実施した結果、令和６

年度末の未償還残高（７３億３，７５１万円）は、令和２年度末の残高１５５億５，７９０万円に比べ、５２．

８％、８２億２，０３８万円減少している。 

 

 

※国営事業等償還金は令和５年度に償還完了 

２年度 ３年度 ４年度 5年度 ６年度

借入額 0 0 0 0 2,552,000

償還額 3,846,573 3,771,173 3,269,375 2,263,540 1,468,296

企業債等残高 15,557,897 11,786,724 8,517,349 6,253,809 7,337,513

10,000,000

20,000,000

30,000,000

 2,000,000

 4,000,000

 6,000,000

（企業債等残高）（借入額、償還額）

企業債、国営事業等償還金の推移（単位：千円）
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５ む す び 

以上が令和６年度の決算概要である。 

令和６年度の経営収支を前年度と比較すると、営業収益については、給水収益の減により、４４５万円減

少しており、営業外収益についても、長期前受金戻入の減等により３億３，７５５万円減少した一方、特別利

益は増加したが、総収益は、３億３，７７６万円（２．８％）の減少となっている。 

営業費用については、ダム等管理負担金の減などによる原水及び浄水費の減少や固定資産除却費の

減による資産減耗費の減少などにより８億７，１０５万円（７．５％）減少し、また、営業外費用等も減少してい

るため、総費用は、９億１，２４５万円（７．８％）の減少となっている。 

これらの結果、総収益は１１５億３，２５６万円、これに対する総費用は１０７億９，７９７万円となり、純利益が

７億３，４６０万円生じている。 これに前年度繰越利益剰余金１３億１，５１３万円を加えた２０億４，９７２万円

が、当年度未処分利益剰余金となっている。 

 

財政収支計画（令和５年度～令和８年度）と比較すると、計画では令和６年度に総収益１１５億３９６万円、

総費用１１１億２，１４４万円、純利益３億８，２５２万円を見込んでいたところ、決算では総収益２，８６０万円の

増、総費用３億２，３４８万円の減、純利益３億５，２０８万円の増の差が生じている。 

令和６年度決算の総費用が財政収支計画に比べ減少し、純利益が増加しているが、これは、主に福岡導

水施設等の維持管理費の減や海水淡水化施設の設備更新及び牛頸浄水場の改良・更新にかかる固定資

産除却費が計画の見込みを下回ったためと考えられる。 

 

企業団では、昭和４８年の設立以来、福岡都市圏に水道用水を安定供給するため、管路等の施設整備と

水源開発を進めてきた。 

今後も安全で良質な水道用水の構成団体への安定供給に向けて、維持管理の時代の役割として施設の

老朽化や大規模地震等のリスクに備えるため、施設の適切な維持管理と改良更新による「施設能力の確保」

や、安全で良質な水質確保のための「維持管理の強化」に取り組むとともに、「耐震機能の強化」などによる危

機管理の充実を図っていく必要がある。 

「施設能力の確保」では、安全で良質な水道用水を将来にわたり安定的に供給するため、各施設の適切な

維持管理を行うとともに、老朽化した浄水場・送水施設・海水淡水化施設の計画的な改良・更新に取り組んで

いく必要がある。 

「維持管理の強化」では、近年の筑後川の原水水質の変化や今後の気候変動等に対応し、将来にわたり

安全で良質な水道用水を供給するため、水質管理機能の強化に取り組むとともに、非常時にも迅速な対応を

図るため、構成団体との効率的な情報共有を推進していく必要がある。 
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「耐震機能の強化」では、地震発生時にも安定的に水道用水を供給するため、送水管路の二重化等や、福

岡導水施設地震対策事業による耐震機能の強化を進めるとともに、業務継続計画の適切な運用などによる危

機管理の充実を図る必要がある。 

更には、国を挙げて急速に進められる地球温暖化対策に沿った対応を図るため、用水供給のために大量

の電力を使用する企業団施設においては、新たに温室効果ガス排出削減を図りながら効率的な水運用など

による環境へ配慮した取り組みを進めていく必要がある。 

このような事業を継続して行うため、コスト削減などの手法により健全経営の維持に努め、持続可能な用水

供給事業の実現に向けての更なる企業努力を行われたい。 

 

以上のとおり要望して、令和６年度決算審査の意見とするものである。 
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令 和 ６ 年 度  福 岡 地 区 水 道 企 業 団 

水道用水供給事業会計経営健全化審査意見書 

 

１ 審査の対象 

令和６年度福岡地区水道企業団水道用水供給事業会計資金不足比率 

 

２ 審査の方法 

この経営健全化審査は、企業長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載 

した書類が適正に作成されているかを主眼として実施した。 

 

３ 審査の結果 

 (1) 総合意見 

審査に付された資金不足比率及び算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成 

されているものと認められる。 

比  率  名 令和６年度 経営健全化基準 

資金不足比率 － ２０％ 

      （注）資金不足が発生していない場合は「－」で表記 

 (2) 個別意見 

資金不足比率の算定の基礎は、流動負債から流動資産を控除した額がプラスになったことにより  

判断するものであり、令和６年度決算においては、流動負債５,７９８,０１９,４５５円から流動資産      

１０，９８０，０９４，６４８円を差し引いた額は０円（マイナスの場合は０）となっており、資金不足は生じてい

ない。 

 (3) 是正改善を要する事項 

特に指摘すべき事項はない。 
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審 査 資 料 





　１　業　務　実　績　表

項　　　目 単　位 令和６年度 令和５年度 備　　　　考

91,917,895 92,101,583

91,917,895 92,101,583

 　年 間 総 有 収 水 量
100.00 100.00 　                                   × 100

 　年 間 総 供 給 水 量

251,830 251,644

251,830 251,644

   １ 日 平 均 供 給 水 量
80.51 80.45 　                                     × 100

   １日供給能力（施設能力）

   １ 日 平 均 供 給 水 量
93.93 93.86 　                                     　　　　× 100

   １日供給能力（安定供給水量）

   １ 日 最 大 供 給 水 量
85.71 85.71                                        　　× 100

   １日供給能力（施設能力）

   年 間 総 供 給 水 量
9.73 10.18 　                                    　　　　　　×10,000

　 有形固定資産(建設仮勘定含む)

   年 間 総 供 給 水 量
542.12 559.41

   送  水  管  延  長

70 70 　　機構定数（企業長含まない）

70 70

   年 間 総 有 収 水 量
1,313,113 1,315,737

   損 益 勘 定 職 員 数

   営   業   収   益　（税抜）

149,676 149,739
   損 益 勘 定 職 員 数

   有 形 固 定 資 産
1,349,592 1,292,428

   職    員    数

   給   水   収   益　（税抜）

113.92 113.75
   年 間 総 有 収 水 量

 経常費用 - 受託工事費等 - 長期前受金戻入
107.52 113.63 　　　（税抜）　　　　　　（税抜）　　　　　　　　　（税抜）

   　　　　　　　年 間 総 有 収 水 量

　供　　給　　単　　価 円／ 

　給　　水　　原　　価 円／ 

 上記から「建設改良事業に従事する
 職員」を除いた職員数

職　員
１　人
当たり

　供給水量  

　営業収益 千円

　有形固定資産 千円

　送水管使用効率   ／ｍ

 職員数

　総　　　数 人

 上記の内
 損益勘定職員

人

　安定供給水量に対する
　施　設　利　用　率

％

　最　大　稼　働　率 ％

　固定資産使用効率   ／万円

　１日平均供給水量  

　１日平均有収水量  

　施設能力に対する
　施　設　利　用　率

％

　年間総供給水量  

　年間総有収水量  

　有　　　収　　　率 ％
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２　予　算　決　算　対　照　表 
　　（１）　収　益　的　収　支

収　入

年度 科　　目 予　算　額 構　成 決　算　額 構　成 差　　引

Ａ 比　率 Ｂ 比　率 Ｂ－Ａ

　 12,735,143,000 100.0 12,738,509,895 100.0 3,366,895

 (1) 営業収益 　 11,517,982,000 90.4 11,525,041,080 90.5 7,059,080

６  (2) 営業外収益 　 1,210,880,000 9.5 1,207,544,455 9.5 △ 3,335,545

 (3) 特別利益 6,281,000 0.0 5,924,360 0.0 △ 356,640

　 13,016,284,000 100.0 12,938,687,025 100.0 △ 77,596,975

 (1) 営業収益 　 11,526,115,000 88.6 11,529,940,045 89.1 3,825,045

５  (2) 営業外収益 　 1,490,169,000 11.4 1,407,069,980 10.9 △ 83,099,020

 (3) 特別利益 － － 1,677,000 0.0 1,677,000

　 △ 281,141,000 　 △ 200,177,130

 (1) 営業収益 　 △ 8,133,000 　 △ 4,898,965

差引  (2) 営業外収益 　 △ 279,289,000 　 △ 199,525,525

 (3) 特別利益 6,281,000 4,247,360

（注）１　消費税及び地方消費税を含む。

（注）２　構成比の欄は四捨五入の関係で合計欄と一致しない。

 １　水道用水供給事業収益

 １　水道用水供給事業収益

 １　水道用水供給事業収益
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支　出 (単位：円、％)

年度 科　　目 予　算　額 構　成 決　算　額 構　成 差　　引

Ａ 比　率 Ｂ 比　率 Ａ－Ｂ

　 12,067,416,000 100.0 11,290,098,549 100.0 777,317,451

 (1) 営業費用 　 11,963,288,000 99.1 11,195,927,505 99.2 767,360,495

6  (2) 営業外費用 　 99,128,000 0.8 94,171,044 0.8 4,956,956

 (3) 特別損失 　 － － － － －

 (4) 予備費 　 5,000,000 0.0 － 　 － 5,000,000

　 12,998,419,000 100.0 12,246,847,529 100.0 751,571,471

 (1) 営業費用 　 12,844,367,000 98.8 12,110,014,679 98.9 734,352,321

5  (2) 営業外費用 　 135,568,000 1.0 124,885,154 1.0 10,682,846

 (3) 特別損失 　 13,484,000 0.1 11,947,696 0.1 1,536,304

 (4) 予備費 　 5,000,000 0.0 － 　 － 5,000,000

　 △ 931,003,000 　 △ 956,748,980

 (1) 営業費用 　 △ 881,079,000 　 △ 914,087,174

差引  (2) 営業外費用 　 △ 36,440,000 　 △ 30,714,110

 (3) 特別損失 　 △ 13,484,000 　 △ 11,947,696

 (4) 予備費 　 － 　 －

　

 １　水道用水供給事業費用

 １　水道用水供給事業費用

 １　水道用水供給事業費用
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　　(２)　資　本　的　収　支 

収　入

年度 科　　目 予　算　額 構　成 決　算　額 構　成 差　　引

Ａ 比　率 Ｂ 比　率 Ｂ－Ａ

　 4,503,474,000 　 100.0 　 4,184,946,000 　 100.0 △ 318,528,000

 (1) 企業債 　 2,552,000,000 56.7 　 2,552,000,000 61.0 －

 (2) 国庫補助金 823,683,000 18.3 525,655,000 12.6 △ 298,028,000

 (3) 出資金 　 1,127,791,000 25.0 　 1,107,291,000 26.5 △ 20,500,000

　 2,239,270,000 　 100.0 　 2,054,621,000 　 100.0 △ 184,649,000

 (1) 企業債 　 － － 　 － － －

 (2) 国庫補助金 615,384,000 27.5 439,035,000 21.4 △ 176,349,000

 (3) 出資金 　 1,623,886,000 72.5 　 1,615,586,000 78.6 △ 8,300,000

　 2,264,204,000 　 2,130,325,000

 (1) 企業債 　 2,552,000,000 　 2,552,000,000

 (2) 国庫補助金 　 208,299,000 　 86,620,000

 (3) 出資金 　 △ 496,095,000 　 △ 508,295,000

　

　 　

（注）１　消費税及び地方消費税を含む。

（注）２　構成比の欄は四捨五入の関係で合計欄と一致しない。

（注）３　令和６年度決算において、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 5,188,799,723円は、

　　消費税資本的収支調整額 713,815,195円、減債積立額 815,128,155円及び損益勘定留保資金

　　3,659,856,373円で補てんされている。　

６

 １　資本的収入

５

　 　 　

 １　資本的収入

差引

 １　資本的収入
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支　出 (単位：円、％)

年度 科　　目 予　算　額 構　成 決　算　額 構　成 差　　引

Ａ 比　率 Ｂ 比　率 Ａ－Ｂ

11,595,988,000 　 100.0 9,373,745,723 　 100.0 　 2,222,242,277

 (1) 設備費 8,203,235,000 　 70.7 6,026,764,289 　 64.3 　 2,176,470,711

 (2) 国営事業等負担金 1,919,456,000 16.6 1,878,685,018 20.0 　 40,770,982

 (3) 償還金 1,468,297,000 12.7 1,468,296,416 15.7 　 584

 (4) 国庫補助金返還金 － 　 － － 　 － 　 －

 (5) 予備費 5,000,000 0.0 － － 　 5,000,000

　

9,153,155,000 　 100.0 7,788,040,843 　 100.0 　 1,365,114,157

 (1) 設備費 5,117,079,000 　 55.9 3,775,739,385 　 48.5 　 1,341,339,615

 (2) 国営事業等負担金 1,692,381,000 18.5 1,674,964,636 21.5 　 17,416,364

 (3) 償還金 2,300,787,000 25.1 2,300,786,242 29.5 　 758

 (4) 国庫補助金返還金 37,908,000 　 0.4 36,550,580 　 0.5 　 1,357,420

 (5) 予備費 5,000,000 0.1 － － 　 5,000,000

　

2,442,833,000 1,585,704,880

 (1) 設備費 3,086,156,000 2,251,024,904

 (2) 国営事業等負担金 227,075,000 203,720,382

 (3) 償還金 △ 832,490,000 △ 832,489,826

 (4) 国庫補助金返還金 △ 37,908,000 △ 36,550,580

 (5) 予備費 － －

 １　資本的支出

 １　資本的支出

６

 １　資本的支出

５

差引
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借 　方

６ 年 度 ５　　　年　　　度

科　　　目 対 前 年 度 増 減

金　　　額 比　率

１ 営　 業　 費　 用 10,702,432,475 99.1 △ 871,051,377 △ 7.5 11,573,483,852 98.8

　 　

 (1) 原水及び浄水費 4,875,535,610 45.2 △ 447,210,406 △ 8.4 5,322,746,016 45.5

 (2) 送水費 591,437,174 5.5 　 85,225,462 　 16.8 506,211,712 4.3

 (3) 総係費 264,376,353 2.4 △ 25,118,047 △ 8.7 289,494,400 2.5

 (4) 議会費 13,245,296 0.1 　 540,866 　 4.3 12,704,430 0.1

 (5) 監査費 1,758,569 0.0 △ 14,856 △ 0.8 1,773,425 0.0

 (6) 減価償却費 4,912,341,688 45.5 △ 14,487,553 △ 0.3 4,926,829,241 42.1

 (7) 資産減耗費 43,737,785 0.4 △ 469,986,843 △ 91.5 513,724,628 4.4

　 　

２ 営　業　外　費　用 95,533,599 0.9 △ 30,540,897 △ 24.2 126,074,496 1.1

　 　

 (1) 支払利息 94,127,860 0.9 △ 30,749,264 △ 24.6 124,877,124 1.1

 (2) 雑 支 出 1,405,739 0.0 　 208,367 　 17.4 1,197,372 0.0

　

３ 特 別 損 失 － － △ 10,861,542 皆 減 10,861,542 0.1

　

 (1) その他特別損失 － － △ 10,861,542 皆 減 10,861,542 0.1

　 　

計　　 10,797,966,074 100.0 △ 912,453,816 △ 7.8 11,710,419,890 100.0

　

　当 年 度 純 損 益 734,596,151 ・・ 　 574,689,956 　 359.4 159,906,195 ・・

　 　

合　　　計　　 11,532,562,225 ・・ △ 337,763,860 △ 2.8 11,870,326,085 ・・

(注) 構成比率は四捨五入の関係で合計欄と一致しない。

３ 比 較 損 益 計 算 書

金　　　額
構　成
比　率

金　　　額
構　成
比　率
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　(単位：円、％)

貸 　方

６ 年 度 ５　　　年　　　度

科　　目 対 前 年 度 増 減

金　　　額 比　率

１ 営　 業　 収　 益 10,477,310,146 90.9 △ 4,453,608 △ 0.0 10,481,763,754 88.3

　 　

 (1) 給水収益 10,470,981,160 90.8 △ 5,823,659 △ 0.1 10,476,804,819 88.3

 (2) その他の営業収益 6,328,986 0.1 　 1,370,051 　 27.6 4,958,935 0.0

　

２ 営　業　外　収　益 1,049,334,207 9.1 △ 337,551,124 △ 24.3 1,386,885,331 11.7

　

 (1) 県補助金 32,939,000 0.3 △ 9,106,000 △ 21.7 42,045,000 0.4

 (2) 受取利息 10,706,176 0.1 　 1,034,871 　 10.7 9,671,305 0.1

 (3) 受託収益 74,902,986 0.6 　 1,332,494 　 1.8 73,570,492 0.6

 (4) 構成団体補助金 10,158,000 0.1 △ 14,756,000 △ 59.2 24,914,000 0.2

 (5) 長期前受金戻入 914,958,796 7.9 △ 318,850,871 △ 25.8 1,233,809,667 10.4

 (6) 雑収益 5,669,249 0.0 　 2,794,382 　 97.2 2,874,867 0.0

　

　 　

3 特別利益 5,917,872 0.1 　 4,240,872 　 252.9 1,677,000 0.0

 (1) その他特別利益 5,917,872 0.1 　 4,240,872 252.9 1,677,000 0.0

　 　

計　　 11,532,562,225 100.0 △ 337,763,860 △ 2.8 11,870,326,085 100.0

　 　

合　　　計　　 11,532,562,225 ・・ △ 337,763,860 △ 2.8 11,870,326,085 ・・

構　成
比　率

金　　　額
構　成
比　率

金　　　額
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４　比 較 貸 借 対 照 表

構　成 対 前 年 度 増 減 構　成

比　率 金　　　額 比　率

１ 固 定 資 産 139,018,573,240 92.7 1.6 136,801,417,901 93.6

  (1) 有 形 固 定 資 産 94,471,468,624 63.0 4.4 90,469,949,588 61.9

　 ｲ 土 地 8,667,860,956 5.8 ― 8,667,860,956 5.9

　 ﾛ 建 物 18,832,301,397 0.1 18,820,669,964

減価償却累計額 11,109,756,182△   5.1 △ 3.1 10,775,108,550 △   5.5

　 ﾊ 構 築 物 103,024,986,559 5.3 97,854,808,012

減価償却累計額 49,456,994,516△   35.7 △ 3.9 47,596,976,979 △   34.4

　 ﾆ 機 械 及 び 装 置 36,692,627,911 3.4 35,490,588,060

減価償却累計額 26,008,395,562△   7.1 △ 1.4 25,638,756,912 △   6.7

　 ﾎ 車 両 運 搬 具 9,062,892 ― 9,062,892

減価償却累計額 8,457,456△           0.0 △ 1.2 8,355,903 △           0.0

　 ﾍ 工具器具及び備品 956,400,893 △ 3.2 988,090,970

減価償却累計額 790,564,768△        0.1 3.9 822,799,999 △        0.1

 ﾄ リ ー ス 資 産 120,050,400 △ 14.5 140,371,200

減価償却累計額 75,453,360△         0.0 2.5 77,374,860 △         0.0

 ﾁ 建 設 仮 勘 定 13,617,799,460 9.1 1.5 13,417,870,737 9.2

  (2) 無 形 固 定 資 産 43,047,104,616 28.7 △ 4.0 44,831,468,313 30.7

　 ｲ ダ ム 使 用 権 29,524,082,180 19.7 △ 3.2 30,499,555,865 20.9

　 ﾛ 水 利 権 3,934,022,839 2.6 △ 5.9 4,179,899,265 2.9

　 ﾊ 施 設 利 用 権 9,588,999,597 6.4 △ 5.5 10,152,013,183 6.9

  (3) 投資その他の資産 1,500,000,000 1.0 ― 1,500,000,000 1.0

　 ｲ 投 資 有 価 証 券 1,500,000,000 1.0 ― 1,500,000,000 1.0

２ 流 動 資 産 10,980,094,648 7.3 18.3 9,285,093,243 6.4

  (1) 現 金 預 金 9,840,147,097 6.6 20.2 8,189,355,794 5.6

  (2) 未 収 金 1,134,368,477 0.8 4.1 1,089,990,482 0.7

  (3) 保 管 有 価 証 券 5,400,000 0.0 ― 5,400,000 0.0

  (4) 前 払 費 用 179,074 0.0 △ 48.4 346,967 0.0

149,998,667,888 100.0 2.7 146,086,511,144 100.0

(注) 構成比率は四捨五入の関係で合計欄と一致しない。

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

比　率
金　　　額

―　

101,553 △               

31,690,077 △           

2,217,155,339

4,001,519,036

―　

11,631,433

563,013,586 △         

334,647,632 △         

5,170,178,547

975,473,685 △         

1,860,017,537 △      

1,202,039,851

369,638,650 △         

32,235,231

20,320,800 △           

1,921,500

199,928,723

1,784,363,697 △      

合　　　計

科　　　目

６　　　　年　　　　度

245,876,426 △         

５　　　　年　　　　度

金　　　額

44,377,995

―　

167,893 △               

3,912,156,744

1,650,791,303

―　

―　

1,695,001,405
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( 単位：円、％ )

構　成 構　成

比　率 金　　　額 比　率

３ 固 定 負 債 6,324,008,151 4.2 31.0 4,827,075,832 3.3

  (1) 企 業 債 6,293,116,673 4.2 31.5 4,785,512,623 3.3

 (2) リ ー ス 債 務 26,960,040 0.0 △ 34.2 40,993,440 0.0

 (3) 引 当 金 3,931,438 0.0 590.0 569,769 0.0

４ 流 動 負 債 5,798,019,455 3.9 19.9 4,835,378,385 3.3

  (1) 企 業 債 1,044,395,950 0.7 △ 28.9 1,468,296,416 1.0

 (2) リ ー ス 債 務 17,637,000 0.0 △ 19.8 22,002,900 0.0

  (3) 未 払 金 4,633,994,518 3.1 43.6 3,226,117,322 2.2

  (4) 預 り 金 41,232,987 0.0 △ 28.8 57,947,747 0.0

  (5) 引 当 金 60,759,000 0.0 △ 0.4 61,014,000 0.0

５ 繰 延 収 益 26,279,855,350 17.5 △ 1.5 26,669,159,146 18.3

  (1) 長 期 前 受 金 24,874,911,020 16.6 2.0 24,393,574,514 16.7

　 ｲ 受贈財産評価額 67,065,504 ― 67,065,504

収 益 化 累 計 額 41,503,636△         0.0 △ 2.7 40,415,744 △         0.0

 ﾛ 国 庫 補 助 金 44,912,151,378 2.7 43,717,579,191

収 益 化 累 計 額 22,020,967,462△   15.3 △ 2.8 21,413,649,636 △   15.3

　 ﾊ 県 補 助 金 12,884,181,541 △ 0.2 12,904,682,447

収 益 化 累 計 額 11,303,855,572△   1.1 △ 0.6 11,231,706,361 △   1.1

　 ﾆ その他長期前受金 582,964,491 ― 582,964,491

収 益 化 累 計 額 205,125,224△        0.3 △ 6.3 192,945,378 △        0.3

  (2) 建設仮勘定長期前受金 1,404,944,330 0.9 △ 38.3 2,275,584,632 1.6

   ｲ 国 庫 補 助 金 1,404,944,330 0.9 △ 38.3 2,275,584,632 1.6

６ 資 本 金 106,181,883,932 70.8 1.1 105,074,592,932 71.9

  (1) 資 本 金 106,181,883,932 70.8 1.1 105,074,592,932 71.9

   ｲ 出 資 金 62,496,804,000 41.7 1.8 61,389,513,000 42.0

　 ﾛ 組 入 資 本 金 43,685,079,932 29.1 ― 43,685,079,932 29.9

７ 剰 余 金 5,414,901,000 3.6 15.7 4,680,304,849 3.2

  (1) 資 本 剰 余 金 3,365,176,694 2.2 ― 3,365,176,694 2.3

　 ｲ 受贈財産評価額 3,020,228 0.0 ― 3,020,228 0.0

　 ﾛ 国 庫 補 助 金 2,810,751,961 1.9 ― 2,810,751,961 1.9

   ﾊ 県 補 助 金 66,141,266 0.0 ― 66,141,266 0.0

　 ﾆ その他資本剰余金 485,263,239 0.3 ― 485,263,239 0.3

  (2) 利 益 剰 余 金 2,049,724,306 1.4 55.9 1,315,128,155 0.9

　 ｲ 2,049,724,306 1.4 55.9 1,315,128,155 0.9

合　　　計 149,998,667,888 100.0 2.7 146,086,511,144 100.0

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

比　率
金　　　額

５　　　　年　　　　度

対 前 年 度 増 減

870,640,302 △         

1,107,291,000

1,107,291,000

―　

607,317,826 △         

20,500,906 △           

72,149,211 △           

―　

12,179,846 △           

870,640,302 △         

734,596,151

3,912,156,744

1,107,291,000

―　

734,596,151

―　

―　

―　

―　

734,596,151

1,087,892 △            

1,194,572,187

423,900,466 △         

4,365,900 △            

６　　　　年　　　　度

金　　　額

1,496,932,319

1,507,604,050

14,033,400 △           

3,361,669

962,641,070

1,407,877,196

16,714,760 △           

255,000 △               

389,303,796 △         

481,336,506

―　

 当年度未処分利益剰余金

科　　　目
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 ５  経　営　分　析　表

６ 年 度 ５ 年 度

　　　　　　　　　　純　　利　　益
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　× 100

収 　　平均総資本（負債・資本合計の２年平均）

　　　　　　　　　　　純　　利　　益
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　× 100

益   　平均自己資本（（資本金＋剰余金）の２年平均）

　　総　　収　　益
　　　　　　　　　　　　　　　× 100

率 　　総　　費　　用

　　営業収益　-  受託工事収益
（％） 　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　× 100

　　営業費用  -  受託工事費用 

　　純　　利　　益
　　　　　　　　　　　　　　　× 100

　 　　総　　収　　益

　  　固 定 負 債
　　　　　　　　　　　　　　　× 100
　  負債・資本合計

　  　流 動 負 債
　　　　　　　　　　　　　　　× 100

財 　  負債・資本合計

　  自己資本（資本金＋剰余金）
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　× 100

務 　   　　　負債・資本合計

　  　　　　　　　固　　定　　資　　産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 × 100

比 　  長期資本（固定負債＋資本金＋剰余金）

  　流　　動　　資　　産 
　　　　　　　　　　　　　　　　 × 100

率   　流　　動　　負　　債  

  　現金預金　＋　未収金
（％） 　　　　　　　　　　　　　　　　   × 100

  　  流　　動　　負　　債

  　現　　金　　預　　金 
　　　　　　　　　　　　　　　　 × 100
  　流　　動　　負　　債 

  　負債 （固定負債＋流動負債）
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　× 100

　   　自己資本（資本金＋剰余金）

  　　　　　　　　　　営　業　収　益
　　　　　　　　　　　　　　　　

回 　　平均総資本（資本・負債合計の２年平均）

    　　　　　　　　　営   業   収   益
　　　　　　　　　　　　　　　　

転   　平均自己資本（（資本金＋剰余金）の２年平均）

    　　　　営   業   収   益
　　　　　　　　　　　　　　　　

率    平均 （固定資産－建設仮勘定）　　※２年平均

    　　　　　　営   業   収   益
　　　　　　　　　　　　　　　　

（回） 　  平均流動資産（流動資産の２年平均）

    　　　　　営   業   収   益
　　　　　　　　　　　　　　　　
　  平均未収金（未収金の２年平均）

（注）収益、利益及び費用は、消費税及び地方消費税を含まない額で算定。

106.80 101.37

項　　　目
比　　率

算　　　式

　総資本利益率 0.50 0.11

　自己資本利益率 0.66 0.15

　総収益対総費用比率

　純利益対総収益率 6.37 1.35

　固定負債構成比率 4.22 3.30

　営業収支比率 97.90 90.57

74.40 75.13　自己資本構成比率

　流動負債構成比率 3.87 3.31

169.36

192.02

119.39

　当座比率 189.28 191.91

　現金預金比率

  固定資産対長期資本比率 117.89

169.72

　流動比率 189.38

　流動資産回転率 1.03

　未収金回転率 9.42 9.83

0.07

1.11

　負債比率

　自己資本回転率

0.08 0.08

0.09

8.80

0.10

10.86

0.07

　固定資産回転率

　総資本回転率
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投下された総資本（負債・資本合計）に対する当年度純利益の割合を表す。比率は高いほど良い。

総費用に対する総収益の割合で、総収益と総費用の相対的関連を表す。比率は高いほど良い。比率が
１００％以上の場合は単年度黒字を示す。

項　目　の　説　明

投下された自己資本（資本金＋剰余金）の収益力を表す。比率は高いほど良い。

業務活動に伴う営業収益とそれに要した営業費用を対比して業務活動の能率を表す。比率は高いほど
良い。

総収益のうち最終的に企業に残されて純利益となったものの割合を表す。比率は高いほど良い。

自己資本
構成比率

流動負債に対する現金預金の割合を示す比率で、１００％以上が理想比率とされている。

固定負債構成比率、流動負債構成比率、自己資本構成比率は、総資本（負債＋資本）
と、これを構成する固定負債、流動負債及び自己資本（資本金＋剰余金）との関係を示
す指標である。
固定負債構成比率が小であり、自己資本構成比率が大であるほど、経営の安定性は大
きい。

固定負債
構成比率

流動負債
構成比率

1年以内に現金化できる資産（流動資産）と、1年以内に支払わなければならない負債（流動負債）とを比
較するものである。流動性を確保するため２００％ 以上が望ましいとされているが、一般的には１２０％～
１４０％であれば健全であるとされている。

短期債務に対応すべき、流動資産のうちの現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当座資産が
十分であるかどうかを表す比率である。１００％以上が理想比率とされている。

固定資産は自己資本（資本金＋剰余金）と固定負債から調達されるべきものとする企業財政上の原則か
ら、１００％以下が理想である。１００％を超えると過大投資である。

企業に投下され運用されている資本の効率を表すもので、指数が大きいほど業務活動
が活発である。

企業の取引量である営業収益と未収金の関係を見る指標で、未収金に固定する金額の
適否を測定するものである。指数が大きいほど良い。

回転率は、企業
の 活 動 性 を 示
すもので、これ
らの比率が大き
いほど資本が効
率 的 に 使 わ れ
ていることを表
す。

負債を自己資本より超過させないことが健全経営の第一義であるので、１００％以下が理想である。

流動資産に対する営業収益の割合で、指数が大きいほど良い。

企業の取引量である営業収益と設備資産（固定資産－土地－建設仮勘定）に投下され
た資本との関係を見る指標で、指数が小さい場合は設備資産の利用度が低いことを示
す。

自己資本の効率を総資本から切り離して測定するものである。指数が大きいほど企業の
体質が強く、安定している。
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資金不足比率 －

１　算定の基礎 （単位：円）

流動負債 5,798,019,455 A

建設改良以外財源充当
地方債

－ B

流動資産 10,980,094,648 C

解消可能資金不足額 － D

E　（Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ）

マイナスの場合は0

営業収益 10,477,310,146 Ｆ

受託工事収益 － Ｇ

計 10,477,310,146 Ｈ　（Ｆ-Ｇ）

２　計算式

資金の不足額　Ｅ

事業の規模　Ｈ

（参考）

経営健全化基準値　　　　資金不足率　20％

６　令和６年度資金不足比率

資金不足の額

事業の規模

計 0

資金不足率＝
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